
















     WWW 検索 サイト内検索

  トップページ＞市民自治推進課＞市民参加条例＞政策提案制度

市民政策提案制度
  

市民政策提案制度は、市民参加条例第１７条で規定されている制度です。 
 
市民政策提案制度は、市政全般にわたって寄せられる通常の提案や苦情などとは異なり、具体的な政策として提案
していただくものです。そのため、個人的なものとしてではなく、一定程度の人の集まりの中で組織的に検討・吟味さ
れた結果として提案していただくこととしています。 
 
市に対して政策を提案しようとするときは、内容を具体的にまとめて、１８歳以上の市民１０人以上の署名とともに、市
民自治推進課（市役所７階）へ提出してください。 
 
    さんかく長屋瓦版（其の七）もご覧ください。 

市民政策提案書（様式第１号）（PDF 30KB ・ Word  27KB） 
市民政策提案者署名簿（様式第２号）（PDF 26KB ・ Word  40KB） 

 
※アイデアを思いついて提案をしてみたいが、どうやったらいいかわからないという方は、下記の連絡先から市民自
治推進課へご相談ください。 

市民政策提案制度について

提案の受付状況  提案の受付状況は、こちらからご覧ください

提案の様式

PDFファイルをご利用になるにはこちらからアドビリーダーをダウンロードしてください

  

市民参加条例のページへ

市民自治推進課のトップへ

●このページに掲載されている情報の発信元

苫小牧市 総合政策部 市民自治推進課  ◆組織機構図 ◆市役所案内

〒053-8722 苫小牧市旭町4丁目5番6号 市役所南庁舎7階 電話 0144-32-6156

ご意見・感想などお問い合わせ ｜ サイトマップ ｜ 個人情報の取扱いについて ｜ リンクについて

苫小牧市役所 〒053-8722 北海道苫小牧市旭町4丁目5番6号 電話 0144-32-6111（代表）

Copyright(C) 2009 Tomakomai City Office. All rights Reserved.

Page 1 of 1苫小牧市｜市民政策提案制度のページ

2013/03/24http://www.city.tomakomai.hokkaido.jp/siminjiti/sankajyourei/teian/seisakuteian.htm



     WWW 検索 サイト内検索

  トップページ＞市役所の組織機構＞第1・第2学校給食共同調理場＞市民提案について＞放射性物質測定検査等市民政策提案について

｜組織機構図｜市役所案内｜苫小牧市のマップ｜

提 案 名 学校給食で使用する食材の放射性物質測定検査等に関する市民政策

提 案 者 苫小牧子どもの未来を守る会   代表 古川 慎一

受 領 日 平成２４年４月２６日

回答期限 平成２４年７月２６日           

回 答 日 平成２４年７月２６日

提案内容

市民政策提案書  
 （437KB）

政策の具体案  
 （1.69MB）

参考資料 各地の放射性物質検査状況  
 （543KB）

回 答 書  
（98KB) 

●このページに掲載されている情報の発信元

苫小牧市 学校教育部 第1学校給食共同調理場  ◆組織機構図 ◆市役所案内

〒053-0053 苫小牧市柳町1丁目3番5号  電話 0144-57-5881

 
苫小牧市 学校教育部 第2学校給食共同調理場
〒059-1272 苫小牧市のぞみ町2丁目7番3号 電話 0144-67-1815

ご意見・感想などお問い合わせ ｜ サイトマップ ｜ 個人情報の取扱いについて ｜ リンクについて

苫小牧市役所 〒053-8722 北海道苫小牧市旭町4丁目5番6号 電話 0144-32-6111（代表）

Copyright(C) 2009 Tomakomai City Office. All rights Reserved.

Page 1 of 1苫小牧市｜第1・第2学校給食共同調理場のホームページ

2013/03/24http://www.city.tomakomai.hokkaido.jp/kyushoku-1/siminseisakuteianhousyasei.html



苫小牧市市民参加条例運用の手引き

（平成２１年４月１日 苫小牧市総合政策部市民自治推進課） 第１７条関係（抜粋）

第３章 市民政策提案制度

【説明】

１ 市民政策提案制度は、市民参加の一手法として新たに設ける制度です。この制度は、自治基本

条例制定の取り組みにおいて条例に盛り込むべき項目として市長に提出された「まちづくり基本

条例等検討懇話会」の提言の中で提案されたものを制度として具体化したものです。

２ 市民意見提出制度は、市民からいつでも市に政策提案をすることができる制度と、市の方から

市民の政策提案を募集する制度の二通りの制度で構成されています。

1項関係

① 政策提案制度は、市政全般にわたって寄せられる通常の提案や苦情などと異なり、具体的な

政策として提案していただくものであることから、個人的なものとしてではなく、一定程度の

人の集まりの中で組織的に検討・吟味された結果として提案していただくこととしています。

② 応募条件の年齢は、市民参加の対象と考えられる社会人としての年齢を考慮したものです。

また、市の機関が政策提案を募集する場合に、政策の内容によっては、18歳未満の方々の提

案を求めることも想定されます。

２項関係

市から市民に対して政策提案を募集する場合の公表事項について明らかにしています。市から

の政策提案の募集に応じて市民が政策提案をする場合は、年齢要件は適用されず、市が募集する

政策の内容に応じて応募できる市民の年齢の幅が広げられる事が想定されています。

３項関係

市民からの政策提案あるいは市の募集に応じた政策提案が提出された場合の取扱いについて

定

めています。

① 市民からの随時の政策提案を受けたときは、市は3カ月以内にその提案内容について検討し、

その結果及びその理由を提案者に通知するとともに、公表することとしています。

② 市からの政策提案の募集に応じた政策提案については、その政策の内容に応じて必要な期間

を市がそのつど定めて行うこととなりますが、その結果の取扱いについては①と同様に扱うこ

ととなります。

［運用］

１ 市民から政策提案が寄せられた場合は、提案内容を所管する部課において、提案された政策の

必要性及び優先度の観点から検討を行った上で総合的に判断を行い、結果を公表するものとしま

す。また、必要に応じて関係する他の部課及び関係機関等との調整を行うものとします。

２ 市民が政策提案を提出する場合には、所定の様式によって提出することとなりますが、その様

式については、施行規則第１４条で次のように定めています。

第１７条 市民は、次に掲げる場合を除くほか、市に対して政策を提案しようとするときは、別に定

めるところにより、１８歳以上の市民１０人以上の連署をもって、その代表者から、市に対し、政

策の提案をすることができる。

２ 市は、市民に対して政策の提案を求めるときは、提案を求める政策の目的及び課題、提案の方法、

提出期間その他の提案に必要な事項を明らかにして行うものとする。

３ 市は、前２項の規定により市民から政策の提案があったときは、その内容を総合的に検討し、当

該提案があった日から３月以内（前項の規定による政策の提案については、別に定める期間内）に

検討の結果及びその理由を当該市民（第１項の規定による政策の提案については、当該提案に係る

代表者）に通知するとともに、その概要を公表するものとする。



① 市民政策提案書（施行規則様式第 1号）

② 提案書の添付書類 市民政策提案者署名簿（施行規則様式第 2号）及び関係書類

３ 市民政策提案制度の運用に関して実施要綱では次のように定めています。

第５章 市民政策提案制度に関する事務

第 1 市民からの政策等の提案

１ 提案の受付

市民からの政策等の提案の受付は、総合担当で行うものとする。

２ 形式要件の確認

市民政策提案書(施行規則様式第1号)及び市民政策提案者署名簿(施行規則様式第2号)につい

て、必要事項が記載されているか確認を行うとともに、市民政策提案書については政策等の案及

び資料の添付について、市民政策提案者署名簿については自署の有無について確認を行うものと

する。

３ 補正

市民政策提案書及び市民政策提案者署名簿の記載事項に漏れがある等形式的な要件に不備があ

るときは、その場で提案代表者に補正を求めるものとし、その場で補正できない場合は、相当の

期間を定めて提案代表者に補正を求めるものとする。提案代表者が補正の期間内に補正しないと

きは、提案を却下し、その旨を通知するものとする。

４ 署名の審査等

 署名の審査

市民からの政策等の提案を受け付け、形式的な要件を審査した後は、市民政策提案者署名

簿に記載された提案者の氏名、住所及び生年月日等が、条例第１７条第 1項の規定により提

案できる者に該当する者であるかどうかを審査する。審査の結果、有効な署名数が 10人に

満たないときは、提案代表者に補正を求めるものとする。

 署名の効力の基準

署名の効力の基準は次のとおりとする。

ア 氏名については自署のみを有効とする。

イ 氏名、住所及び生年月日等の記載内容が虚偽又は架空のものであるときは、無効とする。

ウ 氏名、住所及び生年月日の記載のないもの並びに代筆をした場合の代筆者の氏名及び住所

の記載のないものは無効とする。

 受付日及び回答期限の記入

受付に伴う審査が完了し、政策提案の要件を満たしたときは、総合担当において受付日及

び提案に対する回答期限となる日付を記入するものとする。この場合において、受付日の記入

は、受付印の押印をもって代えることができるものとする。

５ 提案後の取り下げ

市民からの政策提案の受付後において、提案代表者から提案を取り下げる場合は、取り下げ

る旨を記した文書を提出するものとする。

６ 担当課への引き継ぎ

市民政策提案の受付を完了した後は、速やかに提案の内容となる政策等を所管する担当課に

関係書類を引き継ぐものとする。

７ 担当課における検討

 調査及び検討

提案内容を所管する担当課は、政策提案の内容について調査及び検討を行い、提案の取扱い

について決定する。

 提案代表者等による説明



担当課は、提案内容の調査及び検討に当たっては、必要に応じて提案代表者等から説明を聞

くことができるものとする。

 関係者等との協議

担当課は、必要に応じて提案内容に関係がある第三者又は市の機関との協議を行うものとす

る。

８ 結果の通知

担当課は、政策提案の回答期日までに、提案内容に対する検討の結果及びその理由を市民政

策提案結果通知書(様式第１号)により提案代表者に対して通知しなければならない。この場合

において、その通知の内容について公表するとともに、総合担当に報告するものとする。

９ 市民自治推進会議への報告

総合担当は、政策提案に関する検討の結果に関する担当課からの報告を集約のうえ、市民自

治推進会議に報告しなければならない。

第２ 市による政策等の提案の募集

１ 政策提案の募集に当たって配慮すべき事項

市の機関が市民による政策等の提案を募集するに当たっては、次の事項に留意して行うものと

する。

ア 政策等の目的を明確に示して、市民がその目的に合致した政策等を提案しやすいように配慮

すること。

イ 政策等を提案できるものの範囲は、できる限り広く設定すること。

ウ 政策等の提案の方法は、原則として書面によるものとし、持参のほか、確実に申請書類等

が受付に届く方法により行うものとし、必要に応じて提出に必要な書式を設定すること。

エ 市の機関の募集に応じて市民が政策等の提案を行うために十分な時間を確保して提出期間

を設定すること。

２ 提案された政策等の検討及び結果の通知等

市民による政策等の提案を募集した担当課は、提案された政策等の内容について調査検討の

うえ、その提案の取扱いについて決定するものとする。この場合において、この章第１に規定

する取扱規定のうち、関係する規定を準用するものとする。



 市民政策提案制度

市民 担当課 総合担当 その他関係課・機関等

政策提案

受付・審査補正
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部長会議提案内容報告
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